兵庫県Ａ市における事例報告

関西介護保障弁護団
担当：長岡健太郎　藤田翔一　津田隆男　和田浩




第１　事案の概要
　１　当事者の病状等
　　 　当事者（Ｂさん）は，筋萎縮性側索硬化症（ALS）を患う40代男性。自宅で妻及び子と同居生活。終日ベッドに横たわっている。妻は統合失調症を患っている。子は現在高校生。
　　　四肢はまったく動かず，僅かに目と口の周りの筋肉が動く程度。そのため，日常のあらゆる営為につき介助が必要。また，口の周りの筋肉を僅かに動かすことで介助者に呼びかけるため，介助者による常時の見守りも必要。
２　介護の状況
　　弁護団が初めて相談を受けたのが，平成29年2月。
　　当時，重度訪問介護の支給量は月370時間。介護保険法上の介護サービスと併用。ヘルパーが入らない時間帯は，統合失調症の妻が可能な範囲で介護。
　　 Ｂさんは24時間介護を求めていたが，弁護団に相談した後まもなく，主要ヘルパーが辞めてしまうという事態が発生し，ヘルパー派遣時間が激減した。
そこで，変更申請以前に，事業所・ヘルパーを探すことが課題となった。
　３　意思伝達装置の不具合
　　　視線入力による意思伝達装置に不具合があったため，新たな意思伝達装置の導入のため，弁護団が補装具費の申請をすることになった。
第２　補装具費の申請
　１　Ｂさん及び補装具業者との協議
　　　Ｂさんと補装具業者との協議を繰り返し，申請が認められる可能性が高いと思われる機器（TCスキャン）を特定し，Ｂさんに提案した。Ｂさんも了承した。
　２　申請
　　　上記補装具業者に，申請の添付書類として見積書を作成してもらった。
　　　また，弁護団のほうで，TCスキャンが必要であることを主張する意見書を作成し，平成30年8月13日，申請書とあわせて窓口で提出した。
　３　デモ機の試用等
　　　同月20日，Ａ市の担当者から連絡があり，ＢさんがTCスキャンを使用できるかどうか確認すること等を求められた。
　　　そこで，同年10月5日，上記補装具業者の協力を得てTCスキャンの試用を行った。その結果，問題なくTCスキャンを使用できることが確認されたため，Ａ市に「重度障害者用意思伝達装置使用（試用）状況報告書」等を提出した。
　４　決定
　　　平成30年11月21日付けで，申請を認める決定がなされた。
第３　重度訪問介護費の申請
　１　本人による申請
　　　ヘルパー派遣時間が，従来から支給されていた月370時間に遠く及ばない時期が続いていたため，弁護団による申請が困難な状況が続いた。
　　　そうしたところ，平成30年6月，本人が月640時間程度の支給を求めて変更申請を行った。その結果，支給量を月382時間に増加する決定が出された。
　　　上記決定については，個人情報開示請求を行い，弁護団で分析した。
　２　その後の状況
　　　協力してくれる事業所・ヘルパーが徐々に増え，平成31年3月頃から，月382時間を超える可能性が現実的に生じたため，弁護団が代理人として申請する方針を固めた。
　３　申請
　　(1) 申請の内容
[bookmark: _GoBack]　　　　介護保険法上の介護サービス分を差し引くと，24時間介護を実現するためには，月684.5時間が必要であることが判明。また，今後，外出等することを検討しており，その場合には2人のヘルパーによる介護が必要。外出時間は，月25時間を想定。
　　　　そこで，月710時間の支給を求めて申請を行った（申請日：令和元年6月28日）。
　　(2) 申請のための主な活動
　　　　ケアマネに介護プランを作成してもらい，提出した。
　　　　代理人は，意見書を作成した。その中で，Ｂさんの病状を説明し，夜間も含めて常時介護が必要であることを主張した。また，妻が統合失調症であり，妻の介護はＢさんにとって不十分であることや，無理をして介護を行うと妻の病状が悪化する可能性があることを主張した。以上を立証するために，Ｂさんと妻の主治医にそれぞれ意見書を作成してもらい，提出した。
　４　自宅での行政調査
　　　同年7月5日，自治体の職員が，Ｂさんの状況，妻の状況等を確認するために，自宅で調査を行った。代理人も立ち会った。当初，自治体職員は主に代理人やケアマネに対して質問を行ったが，Ｂさんが自分に質問をすることを求めたため，その後は主にＢさんに対して質問が行われた。代理人は，必要に応じて補足説明を行った。
　５　Ｂさんと妻の主治医への行政調査
　　　同年8月19日，自治体の職員が妻の主治医への聴き取り調査を行った。また，同月23日，Ｂさんの主治医への聴き取りを行った。いずれも代理人が立ち会った。自治体職員が各主治医や看護師に質問をする形式だったが，必要に応じて代理人が補足説明を行った。
　６　外出時間・計画についての補足
　　　同月28日，Ａ市の担当者から連絡があり，今後の外出についての具体的な希望や，それを実現するためのプロセスについて，補充するよう求められた。
　７　決定
　　　・・・・・・
